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1、はじめに
2000（平成 12）年制定の社会福祉法は、
個人の尊厳の保持を掲げ、福祉サービスを必
要とする地域住民が地域社会を構成する一員
として、社会、経済、文化その他あらゆる活
動に参加する機会の確保、保健医療サービス
その他の関連するサービスの総合的な提供を
規定し、さらに地域福祉の推進を一体的に推
進するため、市町村は地域福祉計画を策定す
ることとした。また、計画策定など地域福祉
に関する住民の参加の促進を規定している
（社会福祉法第 107 条）。
これらの背景には、社会福祉法制定に至
る議論や制定後の各種審議会答申や意見書
など 1）があるが、筆者は 1981（昭和 56）年
の国連「国際障害者年」のテーマである障害
者の「完全参加と平等」、2001（平成 13）年
採択の WHO（世界保健機関）の ICF（国際
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生活機能分類）による環境因子の重視が挙げ
られると考える。
福祉サービスを必要とする住民が、対象
別の個別的サービスを受給し、積極的に社
会参加を図り、地域社会での自立した日常
生活を営むためには、さまざまなバリア（障
壁）をフリーにすることが必要である。バ
リアを大別すると①物理的バリア　②社会
的環境バリア　③心理的環境バリアがある
が、特に注視したいのが地域住民の差別・
偏見・社会的排除など支援を必要とするひ
とびとの活動制限と参加制約をもたらす「心
理的環境のバリア」である。　
地域福祉の推進には、その主体となる住
民参加は欠かせない。その前提として児童・
生徒を含む地域住民に対する「福祉教育」
が重要となる。福祉教育の歴史などについ
ては後述するが、これまでの福祉教育の実
践・展開は「車いす体験」、「アイマスク体験」、
行動の制限器具などを使用した「高齢者疑
似体験」さらにビデオ、映画などを活用し
た「視聴覚教材鑑賞」が主流であり、現在
でもその域を脱していないといえよう。
原田正樹は I ＣＦの視点を取り入れた福祉
教育プログラムの必要性について「従来の
障害や高齢者の疑似体験が『貧困的な福祉
観の再生産』につながることが指摘されて
久しい。車いすやアイマスクを活用した障
害による不便さの疑似体験、老化現象など
の疑似体験などは、障害の有する負の側面
だけを教化することにつながり、障害者や
高齢者を対象化することで、非障害者の優
位性を確認することにとどまってしまう恐
れがある。疑似体験プログラムとは、1980
年に採択された ICIDH（国際障害分類）に
基づく能力障害（disability）を体験するに過
ぎない」と指摘している。2）
これまでの福祉教育実践やボランティア養
成講座は、社会福祉協議会職員が中心となっ
て児童・生徒や住民対象の「福祉・ボランティ
ア講座」「サマースクール」を開催するほか、
学校からの要請に応じて「出前講座」を実施
してきた。しかし、そのメニュー・内容は「車
いすの生活がいかに不便であるか」「見えな
いことはどれだけ不自由で不便であるか」
「高齢者になると他人の手を借りないと大変
か」などの疑似体験をさせ、感想文などを
書かせて、これらの人びとを支援すること
が「福祉のこころ」の醸成とそれらの人を
理解することにつながるという視点で実践・
展開されてきた。筆者も県社会福祉教育セ
ンターや社会福祉協議会、教育現場におい
て福祉教育の実践業務に関わったが、その
ような認識であった。
また、手話講座についても手話通訳士の
指導のもと、手話技術の修得に終始し、講
座終了後、手話を活用して実際に聴覚障害
者とコミュニケーションを図るという視点
が欠落していた。さらに視聴覚教材を活用
した福祉教育、例えばヘレンケラーの「奇
跡の人」を鑑賞させた結果、彼女の努力と
教師サリバンの献身的な教育に「感激や感
動した」「素晴らしい」という感想は数多く
寄せられるが、その反面、「素晴らしいが、
私たちの世界と別な、特別な才能のある人
の物語」という感想も少なくなかった。
疑似体験や視聴覚教育が福祉教育やボラ
ンティア活動の参加に欠かすことのできな
い機能を有することは否定するものではな
いが、疑似体験から福祉教育、福祉のここ
ろの醸成を図るという考え方・実践は、共
生社会を目指す地域福祉の推進、住民の地
域福祉の主体形成の視点から見直す時期に
きていると考える。それには、指導者・関
係者が福祉教育実践の目的やねらいを明確
にして、それに必要な体験をどのように位
置づけて企画するか、これらの実践が地域
社会の心理的バリアのフリー化とソーシャル
インクルージョン社会の構築にどうつなが
るのか考慮しなければならない。それには
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児童・生徒を含めた地域住民の新しい視点
の福祉教育の実践・展開が求められる。
2、地域福祉の推進と福祉教育
（1）社会福祉の動向と地域福祉
わが国の社会福祉の動向を概観すると、戦
後初期（1940 年代）の生活保護法・児童福
祉法・身体障害者福祉法の「福祉三法時代」
から、1970 年代の高度経済成長期の精神薄
弱者福祉法（現・知的障害者福祉法）・老人
福祉法・母子福祉法（現・母子及び寡婦福祉
法）の「福祉六法時代」を経て、対象者別の
法制度が整備されてきた。しかし、この時代
のサービス供給は行政がサービスを決定する
「措置制度」と「施設収容」が中心であり、
地域生活を支える在宅サービスは家庭奉仕員
（現・訪問介護員）の派遣程度であり、その
他のサービスも低所得世帯を対象としてい
た。これらの供給システムの下では住民が
サービスを「選択」することはできなかった。
ただし、高度経済成長期や革新自治体首長の
台頭などによって自治体単独事業として多様
な「給付的サービス」がなされていた。3）
1960 年代後半から 1970 年代は高度経済成
長時代の経済優先社会であったが、これらは
地方における過疎や都市部の過密化、公害を
はじめとする生活環境の悪化などを問題化さ
せ、国は、経済成長優先政策から、地域社会
の再編成を目指すコミュニティ政策を打ち出
した。それが 1969（昭和 44）年の国民生活
審議会の「コミュニティー生活の場における
人間性の回復」である。また同年、東京都社
会福祉審議会が「東京都におけるコミュニ
ティケアの推進について」を答申し、さらに
1971（昭和 46）年、中央社会福祉審議会が「コ
ミュニティ形成と社会福祉」を公表した。そ
こでは、コミュニティケアは、「社会福祉の
対象を収容施設において保護するだけではな
く、地域社会すなわち居宅において保護を行
い、その対象者の能力のより一層の維持発展
を図ろうとするものである」と定義している。
これらをもとに、コミュニティケアを中心
として 1970 年代前半から後半にかけて、地
域福祉を理論的に明確にし、その体系化を図
る研究がなされた。4）　これらの一連の動向
に影響を与えたのがイギリスの 1968 年の
「シーボーム報告」である。イギリス政府は、
それらを受けて 1970 年に「地方自治体サー
ビス法」を制定、コミュニティケアの理念の
もとに、各自治体の社会サービス部において、
総合的に対人サービスを提供する体制を整備
しようとしたものである。
また、実際の地域福祉展開に大きな影響を
及ぼしたのが、1970 年代から各地方自治体
で取り組まれた給食や日常生活支援の在宅
サービスである。これらのサービスに住民が
ボランティアとして参加し、そのための福祉
教育やボランティア講座などがほぼセットで
取り組まれた。これらの活動指針となったも
のが、全国社会福祉協議会の『在宅サービス
の戦略』である。これらの取組みは 1980 年
代からの高齢化の急速な進展に伴う福祉ニー
ズの高まりに対応するものとして、住民の互
助組織、福祉公社、社会福祉協議会、生活協
同組合など「住民参加型福祉サービス供給組
織」が生まれ、活動を通して住民の参加や対
象者理解のための福祉教育活動が展開され
た。しかし、その内容は前述の疑似体験や視
聴覚教材を活用した教育の域を脱していな
かったといえよう。
地域福祉の理念や活動が実体化するのが
1990 年代で、高齢者福祉分野の取組みから
である。具体的には、1989（平成元）年の高
齢者保健福祉推進 10 か年戦略（ゴールドプ
ラン）の策定、1990（平成 2）年の老人福祉
法等の一部を改正する法律（福祉八法の改正）
であり、これらは基礎自治体の市町村を中心
として在宅・施設サービスを計画的・総合的
に推進することとしている。
福祉を含めた地域活動に、住民参加・ボ
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ランティア活動の促進を法的に位置づけた
ものが、1998（平成 10）年の特定非営利活
動促進法（NPO 法）である。1995（平成 7）
年 1月の阪神・淡路大震災のボランティアの
活躍は、わが国のボランティア活動に大きな
影響を与え、国民の間にボランティア活動の
社会的役割を認識させたといえよう。すなわ
ち被災者の支援と被災地の復興は「他人事」
ではなく、支援活動を通して「自らの問題」
として、地域を支えるための主体的な住民参
加の必要性が認識されたと考える。
（2）社会福祉基礎構造改革と地域福祉・福祉
教育
戦後間もなく整備されたわが国の社会福祉
制度は、少子高齢化や格差社会が進展するな
か、対象別法律を母胎として派生するニーズ
に対応するため、特定の問題に対する各種法
律が制定されてきた。5）
社会経済情勢の変化から生じる生活福祉問
題の対応については「治療的措置」として後
追い的な対応がなされてきたが、約半世紀以
上も基本的な枠組みに変化のなかった社会福
祉制度の基本的な改革についての論議が開始
され、1997（平成 9）年から「社会福祉基礎
構造改革」として検討がなされた。それらは
1998（平成 10）年「社会福祉基礎構造改革
について（中間まとめ）」として、中央社会
福祉審議会社会福祉基礎構造改革分科会から
公表された。
詳細は省略するが、利用者の立場に立った
社会福祉制度の実現を基本理念として、行政
が行政処分によってサービス内容を決定する
「措置制度」から、利用者がサービス提供事
業者と対等な関係に基づきサービスを選択す
る「利用制度」へと大きく転換した。また、
権利擁護や苦情解決制度など利用者の利益を
保護する制度の導入などが図られた。これは
住民の主体性を尊重したものである。
基礎構造改革の論議を経て、これまで、法
律上明確な位置づけのなかった「地域福祉」
や地域福祉を推進するための「地域福祉計画」
の策定、地域福祉の「推進主体」として地域
住民や福祉事業経営者、社会福祉を目的とす
る団体などを規定した「社会福祉法」が
2000（平成 12）年 6月公布・施行された。
社会福祉法第 4条は、地域福祉の推進主体
として地域住民を位置づけている。この考え
方は、これまで福祉サービスの「受け手」で
あった地域住民が受け手と同時に「担い手」
としての役割を含んだものといえよう。
行政サービスは、社会福祉法制定に並行し
て「介護保険法」や「障害者自立支援法」「児
童虐待防止法」「高齢者虐待防止法」など個
人の尊厳の尊重や自立支援、地域生活移行な
どを意図して整備されてきた。しかし、公的
サービスだけでは対応困難な孤立死、虐待、
悪質商法、災害救援、安全と安心の確保など
多様な問題が生じ、それらの対応についての
論議がなされた。具体的には、2000（平成
12）年の「社会的な援護を必要とする人々に
対する社会福祉のあり方に関する報告書」（厚
生労働省）は、地域における「ともに支え合
う」機能の弱体化を指摘し、今日的な「つな
がり」の再構築の必要性を指摘している。また
2008（平成 20）年の「これからの地域福祉の
あり方に関する報告書）（厚生労働省）は、
①制度では拾え切れないニーズや制度の谷間
にある者への対応②問題解決能力が不十分
で、公的サービスが十分使えない人への対応
③公的サービスの総合的な対応の不十分さか
ら生まれる問題　④知的障害、精神障害施設・
病院からの地域生活移行の問題などを指摘し
ている。そして、これらのためには行政と住
民の新しい福祉、地域における「新たな支え
合い」（共助）の確立を提起している。
このように、公的サービスだけでは対応困
難な地域社会での生活福祉問題の対応につい
ては、地域社会で共に生活する住民の参加は
欠かせない。社会福祉に関する国民の参加促
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進について、国は 1993（平成 5）年「国民の
社会福祉に関する活動への参加の促進を図る
ための措置に関する基本的な指針」（厚生省
告示第 117 号）を告示し、社会福祉法の公布
に伴い 2000（平成 12）年、同告示を大幅に
改正している。
同告示の前文は、福祉活動へ参加の意義の
第二として「社会にとっては、社会連帯や相
互扶助の意識に基づき地域社会の様々な構成
員が共に支え合い、交流する住みよい福祉の
まちづくりが進むとともに、公的サービスと
あいまって厚みのある福祉サービスの提供体
制が形成される」している。
また、指針の第二である参加の促進を図る
措置としては、福祉活動に対する理解の促進
として福祉教育・学習を掲げ「福祉活動への
理解を深めるため、幼少期からの福祉活動の
体験を通して、福祉マインドや社会連帯の意
識を育むことが重要であり、また、そのよう
な体験は児童の健全育成に極めて重要であ
る。このため、児童・生徒に対するボランティ
ア活動についての啓発普及、社会福祉施設へ
の訪問、体験宿泊活動を一層推進する」と規
定し、さらに「今後は、これに止まらず、幼
少期から高齢期に至るまでの生涯を通じた福
祉教育・学習の機会を提供していく必要があ
る」としている。この他、職場、企業におけ
る取組みに止まらず、地域における福祉活動
の推進体制の整備、住民参加型福祉サービス
供給組織の活動など、福祉教育・ボランティ
ア活動の具体的推進体制についても規定して
いる。
これは、社会福祉法第 4条の地域福祉を推
進する上で、児童・生徒から高齢期まで生涯
を通じた福祉教育、企業や地域、家庭の場に
おける福祉教育の重要性を意識したものであ
り、まさに、「新たな支え合い」の構築に福
祉教育が必要不可欠であることを示している
といえよう。したがって、福祉教育活動から
醸成される福祉マインドの形成は、「疑似体
験」などに終始するのではなく、対象者が抱
える生活福祉問題の歴史的背景、現状、社会
的環境（因子）と対象者理解、地域福祉の
視点から捉え直す必要があると考える。
　
3、福祉教育の展開と実践
（1）福祉教育の歴史と視点
「福祉教育」という用語は、1968（昭和
43）年、全国社会福祉協議会（以下、全社協）
が示した「市町村社協当面の振興方策」の中
で最初に明文化された。それまで福祉教育的
な実践活動は戦後間もない時期の 1947（昭
和 22）年から展開された共同募金会の「国
民たすけあい運動」にその萌芽をみることが
できる。これらの運動の中で児童・生徒を対
象とする副読本や教師向けの手引書の作成、
福祉作文コンクールの実施と啓蒙、広報など
が展開されてきた。また徳島県では「子供民
生委員制度」（1947 年）、神奈川県では 1950（昭
和 25）年「社会事業教育実践制度」が発足、
学校を指定して福祉教育の推進を図った。
この時期の福祉教育の視点は、社会事業を
通して児童・生徒の健全育成を意図したもの
である。
このような福祉教育の視点は、1960 年代
後半の高度経済成長期の急激な都市化、過疎
化、公害などさまざまな生活福祉問題の発生
などの時期から変化し、児童・生徒に止まら
ず一般住民をも含めて、身近な生活福祉問題
や地域社会に目を向けさせ、問題の解決を意
識させる実践へと変化していった。その背景
には、福祉コミュニティ形成のために住民の
参加が必要であり、そのための福祉教育の必
要性が社会福祉関係者、特に社会福祉協議会
に認識されたことにある。それが全社協の「市
町村社協当面の振興方策」であった。
この振興方策は「社協自らの実践活動を通
じて、地域住民の福祉意識の高揚、福祉知識
の普及に努めるとともに、地域内の関係機関
と提携して、福祉教育の推進をはかること」
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としている。その後、社協レベルで福祉教育
推進のための研究・報告（東京都社会福祉協
議会福祉教育研究員会「社会福祉の理解を深
めるために」・大阪府社会福祉協議会研究員
会「教育と社会福祉」など）が出されている。
この時期の福祉教育の視点は、これまでの
児童・生徒を対象とする健全育成を目標とし
た実践の延長としてではなく、福祉コミュニ
ティの形成と基本的人権の保障を目的に、社
会教育の視点から全ての住民を対象として、
社会福祉の具体的な課題解決方策の一つとし
て位置づけられている。この視点は理念的に
は今日の福祉教育に近いものがある。
問題は、これらの福祉教育を担う実践主体
であった。この時期の地域福祉は理論化が進
んできた時期であるが、実体概念としては必
ずしも確立しておらず、その担い手となる市
町村社会福祉協議会の組織、職員体制も不十
分で福祉教育機能は一部の先進自治体を除
いて果たし得なかったといえよう。また、ボ
ランティア活動の主流も福祉施設が対象で、
在宅福祉への取り組みも不十分であった。ボ
ランティア活動に対する福祉関係者の意識
は、活動の自発性や主体性への論議などに止
まり、福祉教育推進のための関係者の養成や
研修などの条件整備、学校教育や公民館など
の社会教育との連携や推進方策の検討が十分
なされなかったことなどが要因として挙げ
られる。
福祉教育を児童・生徒に止まらず、福祉コ
ミュニティの形成と基本的人権の尊重を目標
として全ての住民を対象とし、社会福祉の具
体的な問題解決を図ろうとする視点の取組み
は、この時期、住民各階層には拡大せず、結
果的には学校教育分野における拡大方向に進
むが、この取組みが福祉教育の研究・実践に
大きな影響を与えることとなる。
　
（2）福祉教育の普及と福祉研究・実践の変化
福祉教育実践は、主に学校教育の中で取り
組まれて次第に拡大していった。このような
動向のなか、国は 1977（昭和 52）年、国庫
補助による「学童・生徒のボランティア活動
普及事業」を創設し、県・市町村社協が実践
展開についてかかわることとなる。しかし、
福祉教育の理念や具体的な実践活動展開に関
する支援や教育委員会、学校現場に対する福
祉関係者の研修などの支援は不十分であっ
た。したがって、活動メニューは依然として
福祉施設の訪問活動、福祉研究者など関係者
による福祉講演会、車いす・アイマスク体験、
福祉に関する視聴覚教材活用の域を脱してい
なかった。
全社協は、1980（昭和 55）年に福祉教育
研究委員会を設置し、教育と福祉の視点から
論議し、1982（昭和 57）年からの第二次委
員会では「学校外における福祉教育のあり方
と推進」「学校における福祉教育推進体制と
指導案」についての調査研究を進め、その結
果は全社協の『福祉教育ハンドブック』とし
て出版された。さらに国庫補助の予算措置に
限度があるところから、それ以外に都道府県
や市町村が単独事業として学校指定を実施す
る取組みがなされた。しかし、これらの取組
みに福祉教育の理念が正しく反映されていた
かというと、決してそうではなく「流れ」と
して取り組んだ感は拭えない。全社協はこれ
らの動向を踏まえ、1983（昭和 58）年から
福祉・教育関係者を対象に「福祉教育セミ
ナー」を開催、教育と福祉の連携、学校と社
協が福祉教育に向けての共通理解を図ること
とした。このように 1980 年代は福祉教育の
理念や実践活動の展開に関する研究や調査活
動が積極的に取り組まれた時期といえる。
これらの研究活動の中心組織が、1995（平
成 7）年の「日本福祉教育・ボランティア学
習学会」の設立である。この時期以降、全社
協は福祉教育推進に関する資料発行や学会と
協力し、福祉教育分野・領域などにおける多
様な調査研究委員会などを設置している。6）
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これらの取組みは、1990 年から 2000 年代
の社会福祉基礎構造改革の論議の中で、地域
福祉を推進するための福祉教育のあり方につ
いて新しい視点を導きだした。2005（平成
17）年設置の「社会福祉協議会における福祉
教育検討会」は ｢地域福祉を推進するための
福祉教育とは、平和と人権を基盤とした市民
社会の担い手として、社会福祉について協同
で学びあい、地域における共生の文化を創造
する総合的な活動である」と定義している。
また、社会福祉分野に止まらず、教育改革
の中でも福祉教育の必要性が強調された。
1996（平成 8）年の第 15 期中央教育審議会
の第一次答申では、子どもたちへの教育内容
として「生きる力」を掲げ、「生きる力とは
理性的な判断力や合理的な精神だけでなく、
美しいものや自然に感動する心といった柔ら
かな感性を含むものである。生命を大切にし、
人権を尊重する心など基本的な倫理観や他人
を思いやる心の優しさ、相手の立場に立って
考え、共感することのできる温かい心、ボラ
ンティアなどの社会貢献の精神も『生きる力』
を形づくる大切な柱である」として、福祉教
育やボランティア体験の重要性を盛り込んで
いる。
これらの動向は、新たに導入された「総合
的な学習時間」に福祉活動が例示され、多く
の学校が取り入れて施設訪問活動などが推進
された。また、高校に福祉科が設置され、さ
らに義務教育の教員には介護体験が義務付け
られるようになり、新任教員研修に福祉体験
が導入されるようになった。これらの取組み
は社会福祉と教育の接近性をもたらしたとい
える。この生きる力の醸成は、一人ひとりの
主体形成に重要であり、それを担う機能とし
て福祉教育が認識されたといえよう。
大橋謙策（昭和 57 年の全国社会福祉協議
会福祉教育研究員会委員長）は、地域福祉の
推進と福祉教育課題との一致点に注目し、施
設福祉から在宅・地域福祉へと転換していく
際に、住民の主体性が不可欠であることを強
調し、そのための福祉教育を在宅福祉サービ
スの組織化との関連から、地域福祉の重要な
構成要件として位置づけている。7）
また、福祉教育の定義について、「憲法第
13 条、第 25 条等に規定された基本的人権を
前提にして成り立つ平和と民主主義社会を
つくりあげるために、歴史的にも社会的にも
疎外されてきた社会福祉問題を素材として
学習することであり、それらとの切り結びを
とおして社会福祉制度・活動への関心と理解
をすすめ、自らの人間形成をはかりつつ、社
会福祉サービスを利用している人々を社会
から、地域から疎外することなく、共に手を
たずさえて豊かに生きていく力、社会福祉問
題を解決する実践力を身につけることを目的
に行われる意図的な活動である」と位置づけ
ている。8）　
これによると、福祉教育とは、①学習素材
として「歴史的、社会的存在である社会福祉
問題」を取り上げ、②学習方法論として社会
福祉問題と日常生活とを切り結ぶ体験学習を
重視し、③具体的にはノーマライゼーション
の原理を具体化できる力、社会福祉問題を解
決できる実践力、これらを踏まえた「主体形
成」を学習目的としている。
このような福祉教育を推進するためには、
まず、学習素材となる社会福祉問題をどう捉
えるかにある。社会福祉問題は例えば、少子・
高齢化問題、災害救援、認知症対応、虐待防
止、障害者の社会参加など国レベルのグロー
バルな問題から、都市部や過疎地域での身近
な問題など幅広い。学習方法論として社会福
祉問題と日常生活を切り結ぶ体験学習は、学
習素材のテーマと地域における社会資源の有
無によっても異なる。また、社会福祉問題に
関する住民意識も多様である。これまで、こ
れらを踏まえて福祉教育プログラムを検討
し、企画・実施してきたか、といえば、安易
に対応してきた感を拭えない。社会福祉の動
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向と地域の生活福祉問題の把握、社会資源の
発掘と活用など「地域を耕す」機能が福祉教
育を担う社会福祉協議会職員などの福祉教育
に関する知識・技術の修得と意識改革が必要
であろう。現在、社会福祉協議会・ボランティ
ア団体・学校教員など関係者による「福祉教
育研究会」などが、県・地域レベルで組織化
され研究活動などが展開されており、これら
の組織への期待は大きい。
（3） 福祉教育の目標
福祉教育は、社会福祉問題を学習素材と
して、体験を通して主体性の形成を図るも
のであるが、児童・生徒、一般住民の生活
福祉問題に関する意識や理解度は多様であ
る。福祉教育やボランティア体験をしたと
しても学習対象者の意識や態度が直ちに変
化するわけではない。企画担当者は、とも
すれば「感想文」や「体験報告会」でその
成果を評価しがちである。「共に生き力」を
獲得させることは容易ではないが、福祉教
育の目標を明確に理解することが必要であ
る。これまでの研究・実践などから、主な
目標として次の四点が挙げられている。9）
①対人関係をはぐくむ力の形成を図る
　福祉教育の体験は、活動を通して多様
な人々とのふれあいが生じる。高齢者施
設や障害者施設、児童養護施設などで利
用者とふれあい、コミュニケーションを
図ることは疑似体験や視聴覚教材鑑賞で
は得られない。これらの交流を通してそ
こで生活する（生活せざるを得ない）人々
の存在や生活問題を感じることができる
し、社会福祉とは何かを十分でないにし
ても理解できよう。もちろん、事前の学
習が重要であることは当然である。
②社会的な有用感や感動体験を得ること
　ボランティア活動体験は、対象者から
感謝されることも少なくない。人間は他
者から感謝されることによって、自らの
存在感や有用感そして何らかの感動を感
じるものである。これらの感動を意図し
てプログラムを組むわけではないが、相
手とふれあうことによって今までに経験
したことのない多くの学びを感じ、これ
らの体験活動は対象者や対象者が抱える
問題に対しての理解が深まると考える。
③問題を解決していく力の形成を図る
　体験が直ちに対象者の問題解決などに
は直結しないが、障害者や高齢者と接し、
さまざまな交流を通して、対象者を取り
巻く地域社会の物理的バリアの存在など
生活環境の問題にふれ、問題意識や解決
に関する意識が芽生える。児童・生徒の
場合は、これらを契機に活動組織として
「福祉委員会」などが設置されるケースが
多い。
④基本的人権を尊重する態度の醸成を図る
　障害者などさまざまな生活福祉問題を
抱えて、必死に努力している対象者の姿
は学習者に同じ人間として、むしろ畏敬
の念をもたらす。パラリンピックなどは
その典型的な事例である。障害者の完全
参加と平等などノーマライゼーションの
基本を学ぶことできよう。これらは、対
象者と何らかのふれあいがあって初めて
理解できるものである。
福祉教育の目標は以上であるが、特に留
意しなければならないのは、福祉教育が直
接ボランティアの養成を目的とした実践で
はないということである。学習者がボラン
ティア活動に参加するかどうかは本人の選
択であって、活動の有無が学習効果として
評価されるものではない。結果としてボラ
ンタリー意識が高まり、行為としてボラン
ティア活動につながることがあっても、そ
れが意図的に求められる福祉教育の効果で
はない。ともすれば福祉教育は関心のある
人を対象者として位置づけ、ボランティア
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養成を目標に展開されやすいが、できる限
り多くの住民が参加する機会として実践す
ることが重要である。
4、福祉教育と福祉のまちづくり
 （1）福祉教育推進主体の視点
学校や社会教育分野を中心とし展開されて
きた福祉教育は、地域福祉の推進に併せて福
祉教育の「地域化」が図られるようになり、
地域における福祉活動を展開する市町村社協
がその主体になった。また、特定の目的を掲
げる福祉 NPO や福祉団体などの当事者組織
も活動・事業に関連する分野・領域について
の普及教育活動を展開するようになった。さ
らに、高齢者福祉に関しては介護保険法によ
る地域包括支援センターが認知症や介護予防
の視点で教育活動を推進している。
これらは、福祉教育実践場面の「地域化」
ということができよう。福祉教育の学習素材
として取り上げる「社会福祉問題」は基本的
に地域社会のなかに存在するからである。地
域社会の生活福祉問題を個別的・横断的に把
握し、各種社会資源を活用し「住民主体・参
加」のもとに、地域活動を推進する社協がそ
の機能を担うこととなる。社協が中核となり
「地域の福祉力」をどう形成していくかであ
る。地域の福祉力は、地域住民の持つ福祉の
主体性に左右される。これまでの福祉教育は
サービスの「担い手」と「受け手」を明確に
区分して展開されてきたが、現在では福祉教
育の実践を通して「地域住民の統合」を図る
ことが求められている。そのためには住民が
「共に学び合う機会」が数多く設定されなけ
ればならない。
しかし、社協が推進する福祉教育実践の現
状は、その実践活動がボランティア活動への
参加を促し、それが地域福祉、具体的には「福
祉のまちづくり」につながる、という視点を
脱し得ていないということである。福祉のま
ちづくりに関しては、国・県などの補助によ
る多様なモデル事業が展開され、そのなかで
福祉教育活動も展開されたが、モデル指定期
間の終了に伴い、活動の普及には至らず停滞
または消滅することも少なくない。事業展開
によって、地域住民の意識や行動がどのよう
に変化し、地域住民の統合化がどう図られた
かの検証や評価が十分にされていないことに
あると考える。
推進主体として、十分留意しなければなら
ないことは「福祉教育」「ボランティア学習・
教育」「地域福祉の推進」は相互にさまざま
な関係性を持ちながらも、その目的に相違が
あることの認識であろう。これらの相違につ
いて、日本地域福祉学会編集『新版地域福祉
辞典』13-12「ボランティア学習と福祉教育」
では、「福祉教育は、基本的人権思想をベー
スとして歴史的、社会的存在としての福祉課
題をその学習課題として社会福祉への理解と
関心を深め、住民の主体形成を図る教育実践
である。またボランティア学習は、ボランティ
ア活動を通して社会の一員としての社会的役
割を探り、担うための体験活動である」とし
ている。10）
このように、児童・生徒を含めた住民の主
体形成のための「福祉教育」とボランティア
学習の「社会体験活動」には相違がある。し
かし、これらの二つの実践の目的は、福祉理
念であるノーマライゼーション思想の具現化
を図るため、実践活動を通して福祉的な心情
を養い、自己実現を図りながら、福祉課題を
解決していく実践力を形成していくこと、そ
のために、自らの日常生活と福祉課題を結び
つけ、実際にさまざまな体験をとおして学ぶ
「体験学習」を重視する点では共通している。
相違の大きな点は、体験学習・教育素材の
相違にある。ボランティア学習は社会福祉分
野に止まらず、さまざまな分野・領域の活動
全般をその対象としているが、福祉教育は基
本的人権をベースとする社会福祉問題を中心
に取り上げることとしている。また、ボラン
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ティア学習は原則的には活動実践を行うボラ
ンティアを対象とする。これに対し福祉教育
は、サービス利用者を含めた全ての住民を対
象とし、福祉教育と実践を通して「ともに生
きる力」を育みながら、地域福祉を推進する
力・エネルギーを身につけていく働きを持ち、
その過程にボランティア活動が位置づけられ
ると考える。これらの視点に立てば福祉教育
は、必ずしもボランティアの養成を意図する
ものではないといえよう。
確かに、福祉教育の成果を具体的に評価・
測定するひとつのメヤスとしてボランティア
活動の参加・実践が考えられてきた。そのこ
とを全く否定するものではないが、これまで
述べた主体形成の視点からすれば、福祉教育
イコールボランティア養成という視点は変え
なければならないと考える。
（2）福祉教育実践の視点～熱い胸と冷たい頭～
筆者はこれまで行政・施設・教育現場・社
協・生涯学習の分野で主に「社会福祉を考え
る」「幸せを運ぶ風になろう」などをテーマ
として福祉教育や研修活動に参画してきた。
また、具体的な実践活動の参加を意図してボ
ランティア活動への参加を強調してきた。そ
の趣旨・内容は、相手を思いやる福祉のここ
ろを「熱い胸」と表現し、それらは車いすや
アイマスク体験、高齢者疑似装具などを活用
して「対象者の生活の困難さを体験し、理解
すること」によってボランティア活動の参加
を促そうとするものであった。
しかし、福祉教育の目的が学習対象者の福
祉的な心情を養い、知的理解を深め、社会福
祉問題を解決する実践力を身につける主体の
形成を図るものであることを考えれば「熱い
胸」だけではなく「冷たい頭」も必要である
と考える。実践力はさまざまな体験から得ら
れる「感動・感激」からだけではなく「なぜ・
どうして・どうしたら」という疑問や問題点、
それらの背景などを客観的に判断できる「冷
たい頭」の醸成も必要だからである。
そのためには、年齢、対象者層などによっ
て取り上げるべき福祉教育の素材と実践が十
分検討されなければならない。車いす体験や
アイマスク体験は確かに対象者の日常生活の
不便さを体験する動機になり得る。しかし、
その背景に存在する社会的な問題（例えば障
害者に対する差別・排除・各種のバリアの存
在など）を理解させる教育の視点とプログラ
ムが必要であり、これらを通して社会福祉問
題を科学的・論理的・客観的に判断できる「冷
たい頭」が必要であることを理解しなければ
ならないと考える。
これらの二つの実践目標は、対象者などと
の「ふれあい・交流」が前提となると考える。
（3）福祉教育実践の展開～地域福祉との関係～
福祉教育と地域福祉との関連については、
地域福祉についての理解が必要となる。地域
福祉の推進は社会福祉法第 4条において「地
域住民、社会福祉事業を経営する者及び社会
福祉に関する者は、相互に協力し、福祉サー
ビスを必要とする地域住民が地域社会を構成
する一員として日常生活を営み、社会、経済、
文化その他あらゆる活動に参加する機会が与
えられるように、地域福祉の推進に努めなけ
ればならない」としている。
この条文や解釈を福祉教育の素材として用
い、児童・生徒や一般住民に説明しても理解
は困難であろう。地域福祉の理解のために筆
者なりに考える福祉教育展開プロセスは次の
とおりである。
①地域福祉の「地域とは」の理解を図る
ために
　まち（町・街）は単なる地理的エリアを
示すものではなく、そこに住み生活を共有
している人びとの日常的な情緒や一体感、
所属感などの感情の面と生活環境が同質
であるというエリアとして考えることが
必要となる。少子化が急速に進行するな
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か、小・中学校の統廃合が進んでいるが、
基本的にはこれらの小地域（校区単位）が
福祉活動推進のエリアと設定することが
重要である。
　もちろん、地域によって福祉サービスを
必要とする住民層の存在や住民の生活福祉
問題は異なりその対応も異なる。さらに地
域住民の意識や社会福祉への関心度、理解
も多様であり、社会福祉に関する施設等の
社会資源の状況も異なる。したがって、地
域での福祉活動の推進のために住民の生活
福祉問題、ニーズの把握も重要であるが、
まず「地域を知る（理解させる）こと」が
大切であり、福祉教育関係者には「地域を
耕す～分析～」努力が求められる。福祉教
育関係者は一般論として高齢者や障害者の
生活福祉問題を取り上げがちであるが、マ
クロ的な視点にとらわれず生活の基盤であ
る地域社会に焦点を当てて学習素材を選択
すべきであろう。
②福祉サービスを必要とする地域住民とは、
の理解のために
　まちには高齢者・障害者（身体・知的・
精神など）・一人親家庭・要保護児童・低
所得世帯などさまざまな生活福祉問題を抱
える住民が存在し、これらに対しては福祉
関係法律や制度の公的サービスによって個
別的な対応がなされている。しかし、最近
では公共交通機関網の廃止や商店の廃業な
どによる「買い物難民」や医療機関に受診
が困難な「医療難民」の存在が指摘されて
いる。今日の生活福祉問題は、これまでの
福祉サービス対象者に止まらず全ての住民
に拡大しており「福祉の国民化」ともいわ
れている。
　もちろん、公的サービスで生活福祉問題
が解決できれば問題はないが、必ずしもそ
うではない。貨幣的ニーズは制度によって
ある程度対応可能であるが、孤独や孤立、
精神的な部分などの非貨幣的ニーズは必ず
しも金銭的サービスのみで充足されるわけ
ではない。
　地域福祉の推進は、公的サービスとあい
まって地域住民の助け合いや支え合いが重
要なポイントとなる。しかし、現実的には
高齢者の孤独死や自殺、介護に関連する虐
待や心中事件、児童虐待などは増加の傾向
にある。福祉教育関係者は、地域に生活す
る対象者の存在とその人びとがどのような
環境で生活し、何が、どのような条件がこ
れらの人びとの社会参加や地域住民として
の普通の生活を阻害しているのか、一般論
ではなく、地域での生活実態とニーズを把
握した上で、学習素材の選定と実践が図ら
れなければならない。これらを通して「な
ぜ・どうして・どうしたら」という思考と
対象者・関係者などとの交流体験から、現
実の問題を認識・理解させることが求めら
れると考える。
③まちとまちに住む人の心の理解のために
　まちは利便性だけではなく生活の安全・
安心・人との交流・心の豊かさなどがあっ
て「まち」といえよう。しかし生活の場で
あるまち・地域がこの条件をどの程度備え
ているか、の検証が必要である。
　確かに「新ハートビル法」や「ひとにや
さしいまちづくり条例」などにより、段差
解消やスロープ化などハード面での改善が
図れつつある。しかし基本的に物理的環境
は、一般住民を対象とする一定の基準によ
るのが現状であり、物理的バリアは財政的
措置である程度可能であろう。しかし、そ
の視点として全ての住民の「地域生活の維
持や質の向上」が図られているかどうかで
ある。行政対応の視点の検証も必要である
が、地域福祉の視点からは、地域を構成す
る住民一人ひとりの生活福祉問題への関心
とそれを抱える人への対応、意識の問題で
あろう。
　かつて、社会福祉は特定の問題をもつ「個
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人の問題」として意識され、その対応は「個
人の責任と努力」を前提に公的サービスが
担うとされていた。しかし、高齢者の生活
環境や児童、障害者などを取り巻く環境は
大きく変化し、社会福祉は今日、住民の全
てに共通する重要な課題として「福祉の国
民化」が取り上げられている。
　しかし、住民の関心度と地域活動への参
加は大きく乖離している。地域福祉計画や
高齢者保健福祉計画などの策定に際し、福
祉や生活環境に関する「住民アンケート」
が実施される。これからの優先する課題と
して「高齢者福祉」「医療の確保」「公害な
ど生活環境」などが挙げられ、地域住民の
連帯感やふれあい、交流が弱体化したこと
など地域社会の変化についても認識してい
る。また「ボランティア活動」は知ってい
るが、参加状況は約 12％であった。11）　
福祉教育はボランティアの養成と活動への
参加を意図するものではないと論じてきた
が、これまでにボランティア活動を目的と
し、多様な講座や研修を実施してきた結果
であっても、具体的な活動への住民参加が
十分図られていないことが理解できる。
　福祉教育実践をとおして住民の意識改革
を図ることは容易ではないが、福祉は決し
て「他人ごと」ではなく、住民全体が「心
豊かな地域生活」を過ごすために必要不可
欠な営みであること、また「特定の問題で
個人の責任」という意識とその背景にある
「心理的バリア」を払拭することが必要で
ある。
　福祉教育を住民誰もが必要とする「生活
の学び」または「地域生活学」などと位置
づけて推進する必要性を感じる。
④ふれあう教育実践活動の推進
　福祉的な心情や態度を養うことを基礎と
する福祉教育は、福祉に対する知的理解や
関心を深めることが重要であるが、究極の
目的は社会福祉の問題を自らの問題として
認識できる主体性と問題とを解決する実践
力を身につけさせることにある。児童・生
徒に問題解決の実践力を直ちに期待できな
いが、実践力は前述のとおり多様な体験か
ら得られる「感動・感激」から「なぜ・ど
うして・どうしたらという疑問や問題点を
意識することから始まる。
　そして、これらは相手とふれあい、相手
から学ぶ（学ばせる）ものでなければなら
ないと考える。相手から学ぶことによって、
その生活の現実を理解し、その社会的背景
を理解させることが求められる。
5、福祉教育活動の展開
（1）児童・生徒に対する福祉教育
福祉教育活動の展開場面は通常、家庭・
学校・地域・生涯学習などに大別できるが、
児童・生徒は基本的には学校をその場とし
て展開される。これまでの活動は担当教員
が社協やボランティア組織などと連携して
企画・実施されてきた。これらの連携は大
事であるが保護者を巻き込む視点が必要で
あろう。家庭は児童・生徒にとって最も身
近で重要な教育的機能を有しており、その
機能に福祉教育的視点を加えることが求め
られ、それには PTA などの保護者組織の機
能を活用することが適当である。福祉教育
は一過性のものではなく、発達レベルに応
じて継続的に推進されなければならない。
学校・社協・ボランティア組織・保護者組織
などが協力し「福祉教育推進委員会」など
を設置、企画・役割分担などについて協議
して実践活動を展開することが望ましい。
学校現場での活動の評価と検証のポイント
は「児童・生徒の意識の変化と成長がどう図
られたか」にある。特に福祉サービスを必要
とする住民の存在を「特定の人」ではなく、
地域社会を構成するメンバーの一人である、
という認識、弱い人を支えていくという「福
祉のこころ」がどう醸成されたか（されつつ
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あるか）の確認・検証にあるといえる。
また、これらの変化を保護者がどう捉えて
いるか、家庭や地域社会のなかでどう変わっ
ていったかを保護者から集約し、次の企画に
つなげることが必要である。
学校外での福祉教育活動は、主に社協、福
祉関係 NPO、当事者組織、生涯学習機関な
どが実施しているが社協が多いといえよう。
多くの社協が実施している「ボランティアサ
マースクール」は、主に中学・高校生を対象
にさまざまなメニューで開催されているが、
そのプログラムは福祉関係者による講演（講
話）、施設見学と交流体験、体験発表のパター
ンで固定化の傾向にある。例年一回程度開催
の取組みをもって福祉教育を実践していると
いえるか疑問を持たざるを得ない。受講者の
フローアップや組織化は極めて困難であると
考えるがステップ・アップ講座の機会があっ
てもよいと思う。
さらに、講座の企画などについては全て主
催者が準備するのではなく、前回の受講者や
ボランティアなどで実行委員会などを組織し
て、できるだけ自主的に運営できるように支
援すべきである。某市社協のサマースクール
で障害児・者の宿泊キャンプがあり、学生が
ボランティアとして参加した。参加学生の報
告会では当事者とのコミュニケーションの困
難さを肌で感じ、家族からは直接、さまざま
な苦労や悩みと療育の喜びを聞くことができ
たとするものが多かった。これらは教室の授
業・講義では体験できないことであり、これ
らの体験が学生の学びの姿勢と成長につなが
りつつあると感じる。単にメニューを増やす
のではなく、活動をつうじて何を学び、それ
が受講者の主体形成にどうつながるかを「意
識して」の取組みが求められよう。
（2）地域住民に対する福祉教育
地域福祉の推進には住民参加が不可欠の要
件である。この参加は単にボランティア活動
や自治会活動に参加することではない。自分
を含めた住民のより豊かな生活を誰もが人間
らしく、その人がその人らしく生活できる地
域社会を創り出していくための「意識された
参加」でなければならない。これまで住民は、
全てを行政に依存（委任）し、または行政を
補完するものとして住民活動を位置付けてき
た感を否定できない。首長をトップとする行
政は住民の付託を受けて住民の生活福祉を担
い、議会も住民の信任を受けて行政に関与し、
あるいは自ら条例の制定権を行使できるもの
であるが、これらは住民の民意に基づくもの
でなければならない。
福祉関係者はこれまでどの程度、活動を通
して「民意」を集約し , 行政や議会に反映さ
せてきたであろうか。道路や公共施設の設置
などハード面での請願・陳情・署名運動など
は展開されてきたが、生活福祉問題について
の取組みはかなり少なかったのではないであ
ろうか。福祉教育はその実践から公的サービ
スの充実を促す機能もあるが、同時に住民あ
るいは住民組織が積極的に関わり、対応する
ことも目的としている。それには活動推進の
ための基盤と条件の整備が必要となる。その
ために、地域の生活福祉問題の周知や住民参
加の組織化と活動の場の確保、活動の場・機
会、指導者の養成などが必要となる。福祉教
育の展開は、自分の生活する地域をよりよく、
暮らしやすいするものとするために地域住民
が生活福祉問題に気づき、その社会的な背景
や歴史を学び、現実的な問題を肌で感じ、問
題解決に主体的に参加することであり、その
ための機会をどのように構築するかが重要な
課題である。
これまでの福祉教育の歩みを総括し、地域
福祉推進の視点から新たな取組みが求めら
れる時期に至っているといえよう。
6、終わりに
福祉教育が今後の本格的な少子・高齢社会
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の到来、地域社会の連帯感や絆の喪失、孤独
死や孤立、認知症高齢者の地域生活、高齢者・
児童・障害者への虐待、その他さまざまな生
活福祉問題の解決のために、人権尊重やノー
マライゼーション社会実現、新たな支え合い
社会の構築のために必要不可欠なことは述べ
たとおりである。特に 21 世紀を担う児童・
生徒の人格形成と共生社会の実現のために必
要不可欠な教育活動であることについて筆者
なりの考え方の一部を述べた。研究不十分で
研究ノートの域を脱し得ていないが、義務教
育・高等学校さらに福祉関係養成施設・短期
大学・大学、社協などで福祉教育に関わる関
係者の福祉教育に関する「意識の振り返り」
の視点で私論を述べたものである。福祉教育
の理念、視点、展開などについては「日本福
祉教育・ボランティア学習学会」や「日本地
域福祉学会」など発行の学会誌および関係資
料などに掲載されているのでこれらを参考に
していただきたい。
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